
社会福祉法人昭和村社会福祉協議会 一般乗用旅客自動車運送事業乗務員指導要綱 
 
（目 的） 
第１条 この要綱は、旅客自動車運送事業運輸規則（以下「運輸規則」という。）第４０条第１項の定め

に基づき、一般乗用旅客自動車運送事業の事業用自動車の乗務員に対し、適切な指導監督を行うため、
指導監督の内容、期間及び組織に関する事項を定め、別に定める運行管理規程の定めとともに社会福祉
法人昭和村社会福祉協議会（以下「本会」という。）における事業用自動車の運行の安全及び旅客の利
便を確保して、事業の健全な発展を図ることを目的とする。 

 
（一般準則） 
第２条 乗務員に対する指導監督は、「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導

及び監督の指針」（平成１３年国土交通省告示第１６７６号）に則って適切に実施するものとする。 
 
（指導監督の組織及び職分） 
第３条 指導監督の組織及び職分は、次のとおりとする。 
（１）指導主任者は、この要綱による指導監督に関する事項を総括処理する 
（２）指導監督実施者は、指導主任者の指定した者が担当するものとし、この要綱による指導監督を実施

する 
 
（指導主任者の選任） 
第４条 会長は、指導主任者を選任したとき又は指導主任者が指導主任者でなくなったときは、遅延な

く管轄する群馬運輸支局長に届け出る。  
 
（指導監督の区分） 
第５条 指導監督は、次に掲げる区分によって行うものとする。 
（１）一般の乗務員に対する指導監督 
（２）特定の乗務員に対する指導監督 
      ①新たに雇い入れた乗務員に対する指導監督 
      ②事故惹起乗務員に対する指導監督 
        
（指導監督の方法） 
第６条 指導監督は、指導監督の区分及び実施内容によって、次に掲げる方法の中から適切に選択又は

組合わせて行うものとする。 
（１）集合させて行う指導 
（２）点呼時を利用して行う指導 
（３）個別に行う指導 
２ 指導監督を実施する内容が通例的で軽微な場合は、資料の配布又は提示等の方法によって行うもの 

とする。 



３ 旅客からの苦情の直接対象になった乗務員、交通事故等を引き起こす等運行の安全確保に問題が認 
められる乗務員及び選任後３ヶ月未満の乗務員については、個別に指導を行う等特に重点的に指導監 
督を行うものとする。 

 
（一般の乗務員に対する指導監督） 
第７条 一般の乗務員に対しては、次に掲げる一般的な事項について、日常的かつ継続的及び計画的指

導監督を行うものとする。 
（１）営業区域内の地理に関し必要な事項 
（２）旅客及び公衆に対する応接に関し必要な事項 
（３）法令に定める自動車の運転に関する事項 
      ①事業用自動車を運転する場合の心構え 
      ②事業用自動車の運行の安全及び旅客の安全を確保するために遵守すべき基本的事項 
      ③事業用自動車の構造上の特性 
      ④乗車中の旅客の安全を確保するために留意すべき事項 
      ⑤旅客が乗降するときの安全を確保するために留意すべき事項 
（４）営業区域における道路及び交通の状況及びこれに対応することができる運転技術 
（５）危険の予測及び回避 
（６）交通事故に関わる乗務員の生理的及び心理的要因及びこれらへの対処方法 
（７）健康管理の重要性 
（８）乗務員の運転適性に応じた安全運転 
（９）事業用自動車に備えた非常信号用具の取扱い 
（１０）関係法令及び関係諸規則の遵守すべき事項 
      
（一般の乗務員に対する適性診断の受診） 
第８条 一般の乗務員に対する適性診断の受診は、前条（８）に定められた事項（乗務員の運転適性に応

じた安全運転）について、年齢、心身条件等の変化に対応して経年的に変化する乗務員の運転適性の診
断結果に基づいて適切に指導監督を行うため、定期的に一般診断を受診させるよう努めるとともに、必
要が認められる場合は、その都度受診させるものとする。   

 
（新たに雇い入れた乗務員に対する指導監督及び特別な指導） 
第９条 新たに雇い入れた者に対しては、第８条に定める一般的な事項に加え、次に掲げる特別な指導

の内容及び時間に配慮して、雇い入れ後少なくとも１０日間の指導監督及び特別な指導を行う。この指
導監督及び特別な指導は、事業用自動車の乗務員として選任する前に実施する。ただし、新たに雇い入
れた者が、選任しようとする営業区域内において、雇い入れの日前２年以内に通算９０日以上一般乗用
旅客自動車運送事業の事業用自動車の乗務員であったときは、この限りでない。 

（１）事業用自動車の安全な運転に関する基本的事項 
（２）事業用自動車の構造上の特性及び日常点検の方法 
（３）事故を防止するために留意すべき事項 



 （４）危険の予測及び回避 
 （５）安全運転の実技 
 （６）新たに雇い入れた者を対象とする適性診断の受診 
〔（１）から（４）までについては、合計６時間以上実施し、（５）については、可能な限り実施するもの
とする。〕 
２ 新たに雇い入れた者が一般乗用旅客自動車運送事業の事業用自動車の乗務員として選任された経験

を有する場合にあっては、前項の指導監督及び特別な指導について、営業区域の地理に関し必要な事項
及び第７条（１０）（関係法令及び関係諸規則の遵守すべき事項）についてすることができるものとす
る。ただし、新たに雇い入れた者（職種変更による場合を含む。）が、雇い入れの日又は選任される日
前３年間に一般乗用旅客自動車運送事業の事業用自動車の乗務員として選任されたことがない者であ
る場合にあっては、特別な指導を行うものとする。なお、前項（６）に定める事項（新たに雇い入れた 

  者を対象とする適性診断の受診）については、第１１条に定めるところによるものとする。 
 
（新たに雇い入れた者に対する指導監督及び特別な指導の実施基準） 
第１０条 新たに雇い入れた者に対する指導監督及び特別な指導は、原則として次に掲げる実施基準に

よって行うものとする。 
（１）旅客及び公衆に対する応接関係〔２日〕 
      ①道路運送法関係法令に関する基本的な知識の習得 
      ②タクシー事業の旅客接遇に関する基本的な心得の習得 
      ③営業区域、適正な運賃・料金の収受等に関する知識及び旅客に対する説明能力の習得 
      ④バリアフリー対応の旅客接遇の習得 
（２）地理〔２～３日〕 
      ①営業区域内の主要施設の名称・位置、幹線道路の名称・区間等の基本的な地理知識の習得 
      ②旅客を運送する頻度が高い区間における一般的な最短経路及び渋滞時の迂回経路の習得 
      ③右折禁止箇所、駐車禁止箇所、一方通行道路等の主な交通規制の習得 
      ④主要なターミナル、集客施設における入構及び待機方法の習得 
（３）保安関係〔３日〕 
      ①指導及び監督の指針（国土交通省告示）に示す教育内容の習得 
        イ  事業用自動車の安全な運転に関する基本的事項 
        ロ  事業用自動車の構造上の特性と日常点検の方法 
        ハ  交通事故を防止するために留意すべき事項 
        ニ  危険の予測及び回避 
        ホ 安全運転の実技 
           （イからニまでについて合計６時間以上実施すること。ホについては、可能な限り実施する

こと。） 
      ②新たに雇い入れた者を対象とする適性診断の受診 
      ③路上故障発生時における危険回避及び応急的対応の習得 
（４）同乗指導〔１日〕 



      指導実施者同乗による実務の習得〔（１）～（３）に関する総合的かつ実務的な指導〕 
（５）その他〔１日〕 
      関係諸規則外 
 
（新たに雇い入れた者に対する適性診断の受診） 
第１１条 新たに雇い入れた者が雇い入れの日前３年間に初任運転者のための適性診断として国土交通

大臣が認定したものを受診したことがない者である場合は、事業用自動車の乗務員として選任する前
に当該適性診断を受診させる。なお、新たに雇い入れた者が過去に一般乗用旅客自動車運送事業の事業
用自動車の乗務員としての経験がある者である場合は、当該適性診断の受診を除くことができる。ただ
し、必要が認められるときは、適性診断の資料を提出させ又はあらためて適性診断（国土交通大臣が認
定した初任診断に限らない。）を受診させるものとする。 

２ 乗務員として雇い入れることを内定した者に対して、雇い入れ前に当該適性診断を受診させた場合、
又は第二種運転免許の取得養成期間中に当該適性診断を受診させた場合には、前項の適性診断を受診
させたものとする。 

   
（事故惹起乗務員に対する指導監督及び特別な指導） 
第１２条 事故惹起乗務員（次項に該当する者をいう。以下同じ。）に対しては、第７条に掲げる一般的

な事項のうち特に必要が認められる事項に加え、第３項に掲げる特別な指導の内容及び時間に配慮し
て、指導監督及び特別な指導を行う。この指導監督及び特別な指導は、当該事故後再度乗務する前に実
施する。なお、外部の専門的機関における指導講習を受講する予定である場合は、この限りでない。 

２ 事故惹起乗務員 
（１）死者又は負傷者（自動車損害賠償法施行令（昭和３０年政令第２８６号）第５条第２項、第３号又

は第４号に掲げる傷害を受けた者をいう。）を生じた事故を引き起こした乗務員 
（２）軽傷者（同条第４号に掲げる傷害を受けた者をいう。）を生じた事故を引き起こし、かつ、当該事

故前の３年間に交通事故を引き起こしたことがある乗務員 
３ 特別な指導の内容及び時間 
（１）事業用自動車の運行の安全及び旅客の安全の確保に関する法令等 
（２）交通事故の実例の分析に基づく再発防止対策 
（３）交通事故に関わる乗務員の生理的及び心理的要因及びこれらへの対処方法 
（４）交通事故を防止するために留意すべき事項 
（５）危険の予測及び回避 
（６）安全運転の実技 
  〔（１）から（５）までについて合計６時間以上実施し、（６）については、可能な限り実施するものと

する。〕 
 
（事故惹起乗務員に対する適性診断の受診） 
第１３条 事故惹起乗務員が次に掲げる区分に該当する者である場合は、それぞれの区分の事故惹起乗

務員のための適性診断として国土交通大臣が認定したものを当該事故後に再度事業用自動車に乗務す



る前に受診させる。ただし、やむを得ない事情がある場合には、乗務を開始した後１ヶ月以内に受診さ
せるものとする。 

（１）死者又は重傷者を生じた交通事故を引き起こし、かつ、当該事故前の１年間に交通事故を引き起こ
したことがある者 

（２）死者又は重傷者を生じた交通事故を引き起こし、かつ、当該事故前の１年間に交通事故を引き起こ
したことがない者及び軽傷者を生じた交通事故を引き起こし、かつ、当該事故前の３年間に交通事
故を引き起こしたことがある者 

 
（指導監督の記録） 
第１４条 この要綱による指導監督を行ったときは、その日時、場所及び内容並びに指導監督を行った

者及び受けた者を記録し、かつ、その記録を１年間保存しなければならない。 
２ 前項の記録は、乗務員指導記録簿別記（様式第１号）を作成し、これに記載しなければならない。 
３ 特定の乗務員に対する指導の実施及び適性診断の受診の状況並びに在職している乗務員の適性診断

の受診の状況は、乗務員台帳に記載しなければならない。 
 
附 則 この要綱は、平成１８年１月１日から施行し、平成１７年９月２２日から適用する。 
 


